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※2020年 3月 2日付の繊研新聞の記事を一部変更して掲載しています 

 

 

近年世界的に認識が高まり、日本でも取り組む企業が増えている「SDGs（持続可能な開発目標）」。国際的な

目標は、日本企業に課せられた「責任」であると当時に新たな「機会」と捉えることもできます。SDGs が繊維・ファ

ッション業界にもたらす影響やビジネスチャンスについて解説します。 

 

原材料やサービスの調達における取引先への要求をまとめた「調達ガイドライン」が、企業の SGDs（持続可能な

開発目標）の取り組みに大きな影響を与えつつあります。サプライヤーが環境・人権面への対応を求められるケ

ースが増えているからです。 

例えば世界最大のアパレル製造小売りのインディテックスは、調達ガイドラインで取引先に人権への対応を要求

しています。同社と取引ができるのは取引開始前と取引期間中の監査で調達基準を満たした企業のみであること

が公表されています。「グッチ」などのブランドを擁するケリングは、調達ガイドラインを通じてサプライヤーに環境

面の改善を求めています。環境損益計算書という仕組みでサプライチェーン内の環境負荷を可視化したところ、
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最終ブランドメーカーの目が行き届きづらい原材料生産と中間加工の環境負荷が最終工程よりも高いと判明した

ことによる施策です。 

流通や小売りも、環境・人権の観点で扱うブランドを選別しています。世界最大の小売業のウォルマートは、「サス

テナビリティ・インデックス」というガイドラインで商品を評価しています。米国店舗で販売される商品の 70%以上

はこの指針に関連するコンソーシアムに参加するサプライヤーの製品で占められていると公表しています。 

調達ガイドラインの変化は日系企業でも始まっています。ファーストリテイリングと取引するサプライヤーは、人権

の尊重が求められています。取引先工場の労働環境をモニタリングしており、要求水準に応じない企業との取引

停止を公表しました。環境・人権面の対応を怠ると、大きなビジネスチャンスを逃すことにつながりかねません。 

これら企業の調達ガイドラインを変化させているのが国際ルールや業界団体の指針です。パリ協定採択後の

2018年、国連気候変動枠組み条約（UNFCCC）のもと、グローバルのブランドや小売業者の間で「ファッション

業界気候行動憲章」が合意されました。2050年までのゼロ・エミッション達成を目標に掲げ、生産段階の脱炭素

化、持続可能な素材選択などを具体策に含んでいます。アシックスやファーストリテイリングなどを含む 97社が署

名し、その後、複数のブランドがサプライチェーンにおける環境指針を発表しました（2020年 2月時点）。 

日本でも今年、各社が新たな調達ガイドラインを作るきっかけが用意されています。「ビジネスと人権に関する国

別行動計画」（NAP）が公表されれば経団連や業界団体が指針を出し、各社がそれに応じることでしょう。環境・

人権への配慮は、グローバル展開する企業だけに求められるものではないのです。 

今から環境・人権対応を始めることは、取引先の調達ガイドラインの変化に備え、ビジネスを守ることにつながりま

す。 

 



© 2021. For information, contact Owls Consulting Group, Inc.  
 

3 

 

著者 

 

株式会社オウルズコンサルティンググループ プリンシパル 

 

大久保 明日奈／Okubo, Asuna 

 

金融機関、IT アドバイザリーファーム、デロイト トーマツ コンサルティングを経て現職。民間企業

のサステナビリティ戦略立案や経済産業省の ASEAN 地域を対象とした政策立案、NPO/NGO

の事業計画策定など多岐にわたるプロジェクトに従事。 サステナビリティ、エシカル等をテーマと

した執筆・講演活動多数。労働・人権分野の国際規格「SA8000」基礎監査人コース修了。 

一般社団法人エシカル協会理事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本資料は一般的な情報提供を目的とするものであり、その性質上、特定の個人や事業体に具体的に適用される個別の事情に対応

するものではありません。関連する法令等の解釈を行ったものではなく、利用者が本資料を利用したことによる結果について、株式

会社オウルズコンサルティンググループは一切の責任を負うものではありません。 

また、書面による株式会社オウルズコンサルティンググループの事前承認なしに、第三者への配布・引用・複製を行うことはお断りし

ております。 

 

 

 

株式会社オウルズコンサルティンググループ 

〒106-0046 東京都港区元麻布 3-1-6  

https://www.owls-cg.com/ 

https://www.owls-cg.com/

